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自己紹介 

藤井 博之    (フジイ ヒロユキ) 

 昭和37年4月 大阪市出身 

 昭和62年3月 立命館大学法学部卒業 

 

卒業後システムコンサルティング会社を経て、平成2年7月5日㈱ウエルズ設立 代 

表取締役に就任主に日本IBM㈱の協力会社として会計パッケージソフトの開発・販 

売や大手ERPの導入・開発に数多く携わる。 

平成12年3月15日ビジネスオンライン㈱設立、代表取締役に就任。経済アナリスト 

の大前研一氏や大手ベンチャーキャピタルからの出資を受け、会計ソフトのＡＳＰ事業（日本初）を展開。平成20年よ 

り、「企業コードの統一化（企業ディレクトリ）」「行政情報の共用化（オープンガバメントデータ）」を提唱。平成23年、ク 

ラウド事業を㈱パイプドビッツに譲渡後は、大手企業のクラウド事業の企画、ＩＴベンチャー企業支援、国のＩＣＴ政策 

（クラウド、オープンデータ、共通番号等）に多数関わる。 

 

＜公的な活動＞ 

非営利活動法人ＡＳＰ・ＳａａＳ・クラウドコンソーシアム 理事 

 同NPOの「マーケティング研究会」「クラウドマイグレーション研究会」各リーダ、「地方行政研究会」サブリーダ 

 「オープンデータ研究会」企画運営リーダ 

総務省 ＡＳＰ・ＳａａＳ普及促進協議会委員、地方公共団体ＡＳＰ・ＳａａＳ活用推進委員、クラウドテストベットコンソー 

      シアム 統計データ利活用ワーキング サブリーダ 

 独）ＪＩＰＤＥＣ「ＲＯＢＩＮＳ（統一企業コード）検討委員会」委員、他 

クラウドジャパンイニシアティブ代表幹事 

著作 「会計ASPの超メリット」(2000年9月発行 あさ出版)、「サービス進化論」（共著、BELLSYSYTEM24）等 

中小企業向けＩＴ導入・ベンチャー起業に関する講演多数（年間20回程度） 
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１．国のオープンデータ施策の現状 

－IT総合戦略本部－ 
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１．国のオープンデータ施策の現状 

－IT総合戦略本部－ 
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１．国のオープンデータ施策の現状 

－産官学コンソーシアム－ 
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２．オープンデータに関する世界的な動き 

－Ｇ８サミット－ 

6 オープンデータ憲章へ 



２．オープンデータに関する世界的な動き 

－Ｇ８サミット「オープンデータ憲章」－ 

• データによっては，公表出来ないという合理的な理由があることを認識しつつ，政府のデータすべ
てが，原則として公表されるという期待を醸成する。 「Open by Default」 

原則としてのオープンデータ 

•時宜を得た，包括的且つ正確な質の高いオープンデータを公表する。（中略）可能な限り早急に公
表する。 

質と量 

•幅広い用途のために，誰もが入手可能なオープンな形式でデータを公表する。可能な限り多くの
データを公表する。 

すべての者が利用できる 

• オープンデータの恩恵を世界中の誰もが享受出来るように，技術的専門性や経験を共有する。
データの収集，基準及び公表プロセスに関して透明性を確保する。 

ガバナンス改善のためのデータ公表 

• オープンデータ・リテラシ－を高め，オープンデータに携わる人々を育成する。将来世代のデータ技
術革新者の能力を強化する。 

イノベーションのためのデータ公表 
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２．オープンデータに関する世界的な動き 
－世界的な推進団体 オープンナレッジファウンデーション－ 
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３．日本のオープンデータ施策の必要条件 

－イノベーション創出のために－ 
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市民・民間企業によ
るデータ活用 

自治体・大手企業
の情報公開基盤の

構築 

国による推進施策
の整備 

• 活用エンジニアの育成 

• 新サービス開発環境の充
足化 

• 情報公開ポータル・ＡＰＩ等
の整備 

• 職員への意識付け強化 

• 利用規約等、整備 

• ＩＴ基本戦略の位置づけ 

• データ公開手法の標準化 

• 世界組織との連携 

• 情報公開法の積極的拡充 



４．ＡＳＰＩＣ「オープンデータ研究会」 
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各自治体 

 

 

 

作業部会 WG (今後予定) 
 

 

 

 

自治体 

オープンデータ 

実験 

ビジネス 

モデル研究 
海外オープン
データ研究 

委員会(有識者会議) 

・主要テーマ毎に作業部会を設置し、情報収集、論点整理を行う。 

・作業部会はＡＳＰＩＣ会員企業のメンバーで構成する。 

運営事務局 

(ASPIC) 

・運営事務局はASPIC内に設置する。 

・事務局実務は、会員企業の協力を得る。 

関係省庁 

 

 

 

総務省 

●●市 

提言/連携 

・オープンデータ推進に関する主なテーマ、論点について議論する。 

・有識者、行政関係者、ASPIC会員メンバーで構成する。 

・ASPIC会員は傍聴可能とする。 

・・・・・ 

・・・・・ 

推進支援 

オープンデータ研究会 



４．ＡＳＰＩＣ「オープンデータ研究会」 
－有識者会議メンバー－ 
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お名前 所属・役職 

赤倉 優蔵 ㈱時事通信社 

秋山 光輝 三菱商事㈱ ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業ﾕﾆｯﾄ戦略ｿﾘｭｰｼｮﾝ事業ﾁｰﾑ チームリーダー 

東 富彦（主査） ㈱国際社会経済研究所 主幹研究員 

印出井 一美 千代田区 政策経営部 ＩＴ推進課長 

岩本 幸男 １ｓｔホールディングス株式会社 社長室 室長 

小田島 労  ㈱ＮＴＴデータ経営研究所 ｿｰｼｬﾙｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ本部 特別理事 

梶山 信也 日本電子計算株式会社 公共事業部 執行役員副事業部長 

河合 正人 ㈱富士通総研 公共事業部 執行役員・事業部長 

河合 輝欣 特定非営利活動法人ＡＳＰ・ＳａａＳ・クラウドコンソーシアム 会長 

川島 宏一 ㈱公共イノベーション 代表取締役 

木村 聡 日本電気㈱ 新事業推進本部 部長 

栗原 聡 宮代町 総務政策課 改革推進室長 

佐藤 宏之 ＮＴＴレゾナント㈱ サーチ事業部 ビジネス推進部門 担当課長 

柴田 美樹 東京都 総務局行政改革推進部 システム評価担当課長 

庄司 昌彦 国際大学グローバルコミュニケーションセンター 主任研究員 

関口 昌幸 横浜市 政策局政策課 担当係長 

武田 英明（副主査） 国立情報学研究所 教授 

田島 定尚 日本マイクロソフト㈱ パブリックセクター統括本部 本部長代理 

堤田 敏夫 ㈱ＮＴＴデータアイ 営業推進本部 部長 

林 雅之 ＮＴＴコミュニケーションズ㈱ クラウドサービス部 主査 

古田 大輔 朝日新聞 デジタル編集部 記者 

牧田 泰一 鯖江市 政策経営部情報統計課 情報統括監、情報統計課長 

松島 隆一 千葉市 総務局情報統括部情報企画課 課長 

松野 豊 ㈲インスピリット 代表取締役（流山市 市議会議員） 

森島 秀明 日本アイビーエム株式会社 スマーター・シティ事業 担当部長 

安井 秀行 ㈱アスコエパートナーズ 代表取締役 

(平成25年9月1日現在五十音順・敬称略) 



４．ＡＳＰＩＣ「オープンデータ研究会」 
ー目的ー 
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検証、提言（推進環境作り） 

各自治体におけるオープンデータ推進に協力 国等の政策に対する提言 

どうあるべきか 

サービスモデル（技術面）の検討 ビジネスモデルの検討 

現状分析 

自治体推進事例の研究・課題の洗いだし 海外事例の研究 

主に自治体のオープンデータ推進施策の在り方について、議論・研究し、
各自治体でのオープンデータ推進施策に寄与する。 



• 横浜市、千葉市の推進事例 

• 地盤情報等二次利用に関するガイドライン（ASPIC） 

第１回有識者会議 

• Where does my money go? 

• 埼玉県宮代町の取り組み 

• オープンデータと国内ＩＴ企業の関わり方（NTTレゾナント社） 

第２回有識者会議 (主テーマ：予算の見える化) 

• 自治体・地域防災におけるオープンデータと地理空間情報 

• オープンデータを地域防災に生かす（流山市の取り組み） 

• 防災・災害情報の公開・二次利用に関するガイドの作成（ASPIC） 

第３回有識者会議 (主テーマ：防災に関するオープンデータ活用) 

４．ＡＳＰＩＣ「オープンデータ研究会」 
ーこれまでの活動（３回の有識者会議）ー 
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自治体のオープンデータ施策について、テーマ毎に推進事例を取り上げ、 

施策成功のポイントや課題等を抽出する 
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（参考）「Where Does My Money Go?(税金はどこへ行った)」 

英国で開発された「Where does my 

money go」の日本版。個人の年収を入れる

と、税金がどこにいくら使われているかわか
る。日本では、オープンナレジファウンデー
ションジャパンが運営し、現在、全国の約40

自治体に広がっている。 



（参考）横浜市の推進事例 (2013.3.19発表資料抜粋) 
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（参考）千葉市の推進事例 (2013.3.19発表資料抜粋) 
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（参考）埼玉県宮代町の推進事例 

17 



（参考）流山市の推進事例 (2013.7.25発表資料抜粋) 
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（ご参考）オープンデータに関する自治体独自の動き 
※ASPICの活動とは関係ありません 



• 何から取り組むか → 分野を絞って進める、簡易なことから始める 

• 地域ＩＴベンダーや専門家を巻き込んでの協議会開催 

• 他市事例、モデルの横展開 

取り組みの契機 

• どこの部署が中心となるか → 広報や情報公開担当部署 

• 首長のリーダーシップ、理解 

• 職員に対する意識付け、教育 （例：イベント参加、オープンデータ研修等） 

• 情報公開、提供に係る手続き等の設計 

自治体内の推進体制 

• 地域ＩＴベンダーやエンジニアとの協力関係を構築 

• 市民参加、オープンガバメントの推進 （例：アイデアソンや政策協働等） 

市民、地域ベンダーとのコミュニケーション促進 

４．ＡＳＰＩＣ「オープンデータ研究会」 
ー自治体オープンデータ推進課題のポイントー 
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ASPICクラウドフォーラム2013 

本日はご清聴いただき、 

誠にありがとうございました。 

 

ご意見・ご感想は 

fujii@bol-net.co.jp まで 
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